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米国の動き 

NIST GCTC / International Technical WG on 
IoT-Enabled Smart City Framework  

 2015年9月、$160mil.のスマートシティイニシア
チブが公表され、NIST（米国国立標準技術研究
所）とNSF（国立科学財団）の研究予算として合
計$45mil.が措置された。 
 

 NIST・NSFは計$7.5mil.を、産官学連携でスマー
トシティアプリケーションの開発とその社会実装
を目指すプログラムであるGCTC（Global City 
Teams Challenge）に投じる。 
 

 GCTCでは2016年6月までにゴールとKPIを定義し、
2017年6月までにその達成を目指すというマイル
ストンが設定され、その第1弾プログラムとして
「RSCT:Replicable Smart City Technologies」
を開始。米国内の都市に1プロジェクト当たり$10
万を提供する。 
 

 2月にはInternational Technical Working Group 
on IoT-Enabled Smart City Frameworkを設立
し、得られた成果を国内外の標準機関と共有する
ための環境を構築している。 
 
 

GCTC 予算とマイルストン 

NIST 新WGの連携機関 

出所）US Ignite、NIST CPS Program 
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欧州の動き  
European Commission AIOTI / Horizon 2020 WP 2016-2017 
IoT Large Scale Pilots  

 欧州委員会（European Commission）は2015年
3月、欧州におけるIoT関連組織の連携を促進する
ためのイニシアチブ「AIOTI:The Alliance for 
IoT Innovation」を設立。 
 

 2016年3月時点で24カ国325組織の会員が属して
おり、11のWGで構成されている。 
 

 欧州委員会は2015年10月に、Horizon 2020にお
けるスマートシティ実証「Large Scale Pilots」と
して、5つのプロジェクトに合計€100mil.を措置
した。 
 

 これらのパイロットプロジェクトを通じて、各
WGは技術開発・実装・効果検証・標準化に関す
る検討を行い、その結果をレポートにまとめ、公
開する予定である。 

AIOTIの構成 

出所）European Commission 

Horizon 2020 Large Scale Pilotsの予算措置 

• Pilot 1 Smart living environments for ageing well : €20mil. 
• Pilot 2 Smart Farming and Food Security : €30mil. 
• Pilot 3 Wearables for smart ecosystems : €15mil. 
• Pilot 4 Reference zones in EU cities : € 15mil. 
• Pilot 5 Autonomous vehicles in a connected environment : €20mil. 
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スマートシティの3段階のステージ 

 2015年は欧米双方において、スマートシティプロジェクトへの大規模なファンディングが発表されたが、近年の
プロジェクトは個別の都市課題の解決のみならず、複数のソリューションや汎用センサから得られる都市データ
を一元的に集約する、プラットフォームの整備が図られている。 

 ここに蓄積されたデータを外部事業者が活用することで、新たなサービスの開発、イノベーションの促進が期待
されている。 
 

実現の難易度 

社会経済効果 

スマートシティ 
ソリューションの 

導入 

プラットフォームと 
データの整備 

都市データによる 
イノベーションの 

促進 

都市が抱える個別の課題に
対して、その解決を目的と
したソリューションを導入
する 

各種のスマートシティソ
リューションや、汎用セン
サから得られる都市データ
をプラットフォームに集約
し、ソリューション間連携
を図ったり、他の目的に活
用できるように整備する 

蓄積した都市データを活用
し、外部のサービス事業者
やスタートアップが、これ
までにない事業を興す 

Stage 1 

Stage 2 

Stage 3 
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スマートシティソリューションの導入事例 
メキシコシティ：Ciudad Segura 

 2009年、治安を目的に監視カメラネットワークを
実装するプロジェクト「Ciudad Segura」を開始。 
 

 2012年時点で以下のセンサを実装。エッジで処理
することでスケーラビリティを確保。 
 CCTV：8,080台 
 銃撃音検出センサ：36台 
 車両番号プレート検出器：255台 
 パブリックスピーカ：8,000台 
 監視カメラ付ドローン：4台 

 
 得られた成果 →CCTV 7,000台の追加導入 

 警察のレスポンスタイム：12分→4分 
 車両盗難：半減 
 Ciudad Segura検知による逮捕件数：10.2万件 

 
 その他 

 メキシコシティでは乗り捨て型自転車シェアの
「EcoBici」でも2010年の開始から5年で、85ステー
ションから444ステーションまで拡大。小さく始め、
スケールアウトするアプローチに成功している。 

中央管制室・都市内センサ・監視ドローン 

出所）Ciudad de Mexico 
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プラットフォームとデータの整備事例① 
グラスゴー：Future City Glasgow 

 グラスゴーは治安と雇用率の改善を目的にスマー
トシティに着手し、2013年にInnovate UKが実施
した「Future Cities Demonstrator Program」
で最優秀賞に選ばれ、￡24mil.を獲得。 
 

 犯罪検知・抑止用に各種センサの内蔵された500
台の「Intelligent Street Light」をはじめ、各種
ユーティリティサービスから得られた住居種別、
電力・冷温熱・ガス使用量、道路交通情報等を一
元的に集約し、「Open Glasgow」として公開さ
れている。 
 

 自転車シェアリングの利用データや、WiFiアクセ
スポイントのロケーションなど、行政の提供する
サービスで取得したデータを幅広く公開している
点は特徴的。 

 My Glasgowダッシュボードのリリース等、デー
タの見える化は進んでいるが、サービス活用は今
後の課題である。 

収集データとオープンデータ化・ダッシュボード 

出所）Future City Glasgow 



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 6 

 
プラットフォームとデータの整備事例② 
シカゴ：Array of Things 

 大気汚染や災害、都市環境と住民の健康といった
研究やソリューションの開発を目的に、シカゴは
汎用センサの導入を進めている。 

 2015年にはNSFから$3.1mil.の予算を得て、
2016年200ノード、2017年までに500ノードの
導入を目指している。 
 

 15種類のセンサによって構成され、リアルタイム
（15秒ごと）に周辺環境情報をアップロードする。 

 研究目的だけでなく、3rdパーティによるサービ
スも想定している。ユースケースは環境情報や交
通情報の提供だけでなく、データ収集のリアルタ
イム性を活かして、ある人の居場所の気温に応じ
てほしくなるモノをレコメンドするなど、環境情
報に応じたオファーを打つ等も期待されている。 
 

 なお、実装するハード・ソフトや収集データは、
プライバシー・セキュリティに関する第三者委員
会のレビューを受けている。センサ近隣のスマホ
からのデータ収集も検討されたが却下された。 

路上センサで取得するデータ・スマホ連携 

出所）Array of Things 
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プラットフォームとデータの整備事例③ 
シンガポール：Smart Nation 

 シンガポールは都市から得られる多様なデータを
収集・蓄積することで、テクノロジー企業の誘致
や研究人材の獲得を目指す「Digital Harbour構
想」を掲げており、2014よりその実現を目指す
Smart Nationプロジェクトが開始。 
 

 交差点やバス停、公共スペースへ設置された「AG 
Boxes」は、路上にセンサを設置する際に電源と
100Mbpsの光ファイバ接続を提供するインフラ。 

 警察による監視、LTAによる渋滞情報提供のよう
に、各政府機関の行政サービス高度化を支援する
ことを目的としている。 

 なお、AG-Boxesを経由したデータはSmart 
Nation Platformに蓄積され、オープンデータ化が
図られる。 
 

 2014年よりJurong Lake地区に設置を開始してお
り、2015年に103台が設置。将来的には市内全域
に拡大していく。 

AG Boxesのユースケース・実機 

出所）IDA 
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諸外国のスマートシティの現状と課題 

 米・欧・アジアそれぞれのスマートシティプロジェクトで、インフラに設置されたセンサからのデータ収集、プ
ラットフォームへの集約が図られ、オープン化・イノベーション促進に向けた整備が進められている。 

 オープン化したデータは研究や一部の公共サービスに活用されはじめているが、新たなサービスの創出は今後の課
題である。そこで、すでにオープンデータを活用し、マネタイズに成功しているサービスから示唆を抽出する。 

実現の難易度 

社会経済効果 

スマートシティ 
ソリューションの 

導入 

プラットフォームと 
データの整備 

都市データによる 
イノベーションの 

促進 

Stage 1 

Stage 2 

Stage 3 米・欧・アジアで、個別の 
ソリューションを超えた 
プラットフォーム整備が 
図られている 

スマートシティプラットフォーム 
に集約されたデータを活用した 
イノベーション促進は道半ば 
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オープンデータを活用したサービス① 
Zillow 

出所）Zillow 

自社アルゴリズムにオープンデータを活用 

テキスト 
高精度の 
不動産査定 
・将来予測 

オープンデータ 

• 自治体が公開している
物件の固定資産税や、
過去の取引額に関する
データ 

独自アルゴリズム 

• 物件のロケーション
や種別といった静的
な情報に加え、相場
変動やデベロッパ情
報も組み込み、将来
価値まで予測するア
ルゴリズム 

 Zillowは2006年に米国で創業された不動産情報提
供ポータルで、1億件を超える物件情報を保有し全
米最大規模を誇る。 
 

 それまでは不動産専門家による鑑定や、相場情報
の活用によって物件の評価額が決められていたが、
同社は「Zestimate」と呼ばれる独自のアルゴリ
ズムを開発し、自治体が公開する過去の取引額や
固定資産税に関するオープンデータを活用するこ
とにより、査定の自動化と評価精度の向上を実現。 
 

 Zestimateによる査定は自治体の公開するデータ
が多いほど精度が高まる。直近の査定では、取引
額との誤差が5%以内の物件が34.6%、10%以内
の物件が57.9%となっている。 
 

 契約しているデベロッパから得られる部屋や住設
のスペック、改装の実施等の情報も反映し、査定
額・将来シミュレーションを自動計算する。 

主要都市の査定 
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オープンデータを活用したサービス② 
Oscar 

 Oscarは2013年に米国で設立された、テクノロジ
とUIデザインを武器に、健康保険市場へ参入した
スタートアップ。2015年末までに12.5万契約者
を集め、30億USDの評価額に至る。 
 

 ニューヨークを含む米国4州において事業を展開し、
契約者は自身の症状から、提携する病院の場所、
や担当科、専門医の経歴、概算費用を検索できる
アプリを利用できる。 
 

 TPA（Third Party Administrator）の医療機関情
報を活用し、契約者に情報提供することで、プラ
イマリケアの早期受診を促し、契約者の健康維持、
症状の重篤化を抑制することによって、保険金払
いの負荷を低減し、収益確保や安価な保険料を実
現している。 

出所）Oscar 

自社サービスの差別化にオープンデータを活用 

テキスト 
プライマリ 
ケア早期受診 
による 

収益性向上 

オープンデータ 

• サービス提供エリアに
おける医療機関情報
（TPA：Third Party 
Administratorから取
得） 

独自サービス 

• 安価でシンプルな料
金体系の健康保険 
 

• 契約者専用の医療情
報提供アプリ 

契約者専用アプリ 
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オープンデータを活用したサービス③ 
Opower 

 Opowerは2007年に米国で創業され、9カ国100
電力事業者、5,000万世帯以上に省エネサービス
を提供する。 
 

 電力事業者の有するデータを見える化する受託型
ソリューションに対し、同社は政府の統計データ
を活用し、同条件下にある世帯と比較して示すこ
とで、デマンドレスポンスの実効性を高め、差別
化に成功している。 
 

 米国では電力事業者に対し、電力使用削減目標を
課しており、いずれにしても省エネコストが発生
するため、比較的安価に効果的なデマンドレスポ
ンスを実現できるOpowerに委託される。 
 

 日本では状況が異なるが、東京電力が「でんき家
計簿」のサービスとして、Opowerのソリュー
ションを採用している。 

オープンデータを自社データの比較対象として活用 

出所）東京電力 

テキスト 

類似世帯 
比較による 
効果的な 
デマンド 
レスポンス 

オープンデータ 

• EIA（Energy 
Information 
Agency）の提供する
Residential Energy 
Consumption Survey 
 

• 地域、保有する電化製
品など世帯の特徴別の
エネルギー消費状況 

独自データ 

• 自社会員の世帯特性
情報（住宅タイプ、
保有する電化製品、
空調給湯設備、世帯
構成） 
 

• 自社会員のエネル
ギー消費状況 

東京電力「でんき家計簿」 
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都市データによるイノベーション促進に向けて 

 オープンデータを活用した事例から、顧客獲得、マネタイズに成功しているサービスは、オープンデータを自社独
自のアセットに連携させることで、同業他社との差別化を図っている。 

 スマートシティプラットフォームの企画においては、利用分野を見据え、その領域のサービス事業者のアセットを
都市データがどのように強化するかという視点が必要である。 

サービス アプローチ 
オープンデータ 
活用の狙い 

都市データによる新サービスのアイデア 

Zillow 
オープンデータ 
×独自アルゴリズム 

• 評価モデルの精度向上 

屋外広告のダイナミックプライシング 
• オフライン広告、特に屋外広告は現状、掲載場所、
広告サイズ、掲載時間といった静的な条件で料金設
計がなされているが、掲載スペース近隣の人口集中
状況に応じて、ダイナミックな料金設定を行う 

Oscar 
オープンデータ 
×独自サービス 

• リスク回避につながる
情報提供 

走行経路による自動車保険料割引 
• 走行距離や運転スタイルを反映した自動車保険が出
てきているが、走行する経路、例えば事故やヒヤリ
ハットの頻発する路線の走行を割けることで事故リ
スクを低減し、保険料にも反映する 

Opower 
オープンデータ 
×独自データ 

• デマンドコントロール
の実効性強化 

公衆無線LAN活用の促進 
• 通信利用に特異なピークがある等、抑制が必要なエ
リアがある場合、公衆無線LANを積極的に利用する
ユーザと利用しないユーザの通信料を見える化して
比較し、3G/LTE回線のデマンドコントロールを図る 
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異業種間でのデータ連携に向けて 
Discovery Vitalityの事例 

 アフリカにおける健康保険最大手のDiscoveryは、生命保険では後発であることから、健康インセンティブプログ
ラム「Vitality」をバンドルすることにより、差別化を図っている。このVitalityでは、多様な提携事業者のデータ
を連携させて契約者の健康リスクを評価し、保険料を優遇している。 

 分野を横断してデータ連携させることで独自のサービスを設計しているが、契約者単位でのデータの紐づけが必要
であり、現状のオープンデータで同様のサービスを実現することは難しい。 

 個人を特定しない形でシングルソースデータベース化する等、異業種間データの紐づけとプライバシーへの配慮を
両立させる点が課題となる。 

Vitalityが健康リスク評価のために収集しているデータ 

健康リスクの評価と 
保険料優遇 

• 健康診断結果 
• カウンセリング結果（喫煙状況、メンタルヘルス） 病院・診療所 

• スポーツジムの利用頻度 スポーツジム 

• 生鮮食品・健康食品の購買履歴 食料品スーパー 

• 1日あたりの運動量（歩数、心拍数） ウェアラブルベンダ 


	諸外国スマートシティ動向と�データプラットフォームの実現に向けて
	米国の動き
	欧州の動き
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14

